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１．地域公共交通をとりまく現状と課題
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１．地域公共交通をとりまく現状と課題



社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢 ①①①①少子高齢化少子高齢化少子高齢化少子高齢化

�関東地方関東地方関東地方関東地方ではではではでは、、、、2025年年年年にはにはにはには高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率30％％％％をををを上回上回上回上回るなどるなどるなどるなど、、、、全国全国全国全国とほぼとほぼとほぼとほぼ同同同同じペースでのじペースでのじペースでのじペースでの高齢化高齢化高齢化高齢化がががが予予予予
測測測測されるされるされるされる。。。。

図図図図1 関東及関東及関東及関東及びびびび全国全国全国全国のののの高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率（（（（※※※※））））推移推移推移推移

※高齢化率 ・・・ 65歳以上人口割合 ※高齢化率 ・・・ 65歳以上人口割合

図図図図２２２２ 関東各都県関東各都県関東各都県関東各都県のののの高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率（（（（※※※※））））推移推移推移推移

実績値 予測値 予測値実績値

首都圏以外：34.5％
全国：33.7％
管内：33.6％

首都圏：32.7％

山梨県：35.3％
茨城県：35.2％
千葉県：34.2％
群馬県：33.9％
埼玉県：33.8％
栃木県：33.6％

神奈川県：31.9％
東京都：30.7％
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全国実績 管内実績 首都圏実績 首都圏以外実績

全国予測 管内予測 首都圏予測 首都圏以外予測

全国実績 東京実績 神奈川実績 埼玉実績 千葉実績

全国予測 東京予測 神奈川予測 埼玉予測 千葉予測

群馬実績 茨城実績 栃木実績 山梨実績

群馬予測 茨城予測 栃木予測 山梨予測

東京都：30.7％



社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢 ②②②②マイカーマイカーマイカーマイカーへのへのへのへの依存依存依存依存

�関東関東関東関東管内管内管内管内のののの旅客流動人員旅客流動人員旅客流動人員旅客流動人員はははは、、、、33,757百万人百万人百万人百万人でででで、、、、全国全国全国全国（（（（89,741百万人百万人百万人百万人））））のののの約約約約38％％％％をををを占占占占めるめるめるめる。。。。
�自家用自家用自家用自家用自動車自動車自動車自動車のののの分担率分担率分担率分担率はははは、、、、関東全体関東全体関東全体関東全体ではではではでは約約約約47％、％、％、％、首都圏首都圏首都圏首都圏ではではではでは約約約約38％、％、％、％、首都圏以外首都圏以外首都圏以外首都圏以外ではではではでは約約約約92％％％％。。。。

図図図図１１１１ 旅客旅客旅客旅客流動人員流動人員流動人員流動人員・・・・分担率分担率分担率分担率のののの状況状況状況状況 （（（（平成平成平成平成19年度年度年度年度））））

（28,478百万人）

（33,757百万人）

（89,741百万人）

（5,278百万人）

62.1％
46.5％
38.2％
91.5％

（百万人）

自家用自動車分担率
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（（（（出典出典出典出典）））） 関東運輸局資料関東運輸局資料関東運輸局資料関東運輸局資料

図図図図２２２２ 旅客流動人員旅客流動人員旅客流動人員旅客流動人員・・・・分担率分担率分担率分担率のののの状況状況状況状況 （（（（関東各都県関東各都県関東各都県関東各都県・・・・平成平成平成平成19年度年度年度年度））））

（（（（出典出典出典出典）））） 関東運輸局資料関東運輸局資料関東運輸局資料関東運輸局資料

（百万人）

（13,201百万人）

（4,593百万人）

（6,193百万人）

（4,490百万人）

（1,513百万人）

（1,836百万人）

（1,216百万人）

（711百万人）

17.5％
41.6％
68.2％
63.7％
94.2％
89.0％
90.8％
93.3％

自家用自動車分担率



社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢 ②②②②マイカーマイカーマイカーマイカーへのへのへのへの依存依存依存依存

�地方部地方部地方部地方部（（（（東京東京東京東京50km圏外圏外圏外圏外））））にににに住住住住むむむむ人人人人のののの78％％％％はははは、「、「、「、「自分自分自分自分でででで自由自由自由自由にににに運転運転運転運転できるできるできるできる車車車車があるがあるがあるがある」。」。」。」。
そのうちそのうちそのうちそのうち公共交通公共交通公共交通公共交通をををを「「「「利用利用利用利用しているしているしているしている」」」」人人人人はははは、、、、27％％％％にすぎないにすぎないにすぎないにすぎない。。。。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

63.4% 7.0% 7.9% 21.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関東全体

図図図図１１１１ 自家用車自家用車自家用車自家用車のののの保有状況保有状況保有状況保有状況

図図図図２２２２ 公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用状況利用状況利用状況利用状況
【【【【「「「「自分自分自分自分でででで自由自由自由自由にににに運転運転運転運転できるできるできるできる車車車車があるがあるがあるがある」」」」とととと

回答回答回答回答したしたしたした人人人人】】】】

約６７％

5555

出典：「交通・観光に関する市民意識調査」（関東運輸局、以下同じ）
平成23年3月4～11日にwebアンケートを実施。関東地方１都7県（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県、
栃木県、山梨県）を対象とし、地域（東京50kｍ圏内外・人口規模）、年齢、性別で分類し、約1,200の回答を回収。

37.1%

7.9%

12.0%

3.1%

18.1%

16.0%

32.8%

73.0%

東京50km圏内

東京50km圏外

週に４～７回程度利用している 週に１～３回程度利用している 月に１～２回程度利用している ほとんど利用していない

53.3%

78.0%

8.2%

5.3%

8.5%

6.9%

30.0%

9.8%

東京50km圏内

東京50km圏外

自分で自由に運転できる車がある 家族に送迎してもらえる車がある 家族が運転する車はあるが自分は使わない 車を持っていない

約５３％

７８％

約６７％

２７％
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【関東】都県別鉄道乗車人員・バス輸送人員の推移

（昭和50年度を１００とした時の平成19年度の指数）

鉄道

社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢 ③③③③地域地域地域地域公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用者数利用者数利用者数利用者数のののの減少減少減少減少

昭和昭和昭和昭和５０５０５０５０（（（（１９７５１９７５１９７５１９７５））））年度年度年度年度とととと平成平成平成平成１９１９１９１９（（（（２００７２００７２００７２００７））））年度年度年度年度のののの利用者数利用者数利用者数利用者数をををを比較比較比較比較するとするとするとすると、、、、
・・・・鉄道鉄道鉄道鉄道についてはについてはについてはについては、、、、埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県、、、、千葉県千葉県千葉県千葉県、、、、神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県、、、、東京都東京都東京都東京都、、、、茨城県茨城県茨城県茨城県でででで増加増加増加増加、、、、そのほかのそのほかのそのほかのそのほかの県県県県でででで減少減少減少減少。。。。

・バスについては・バスについては・バスについては・バスについては、、、、すべてのすべてのすべてのすべての都県都県都県都県でででで減少減少減少減少。。。。特特特特にににに群馬県群馬県群馬県群馬県、、、、山梨県山梨県山梨県山梨県、、、、茨城県茨城県茨城県茨城県、、、、栃木県栃木県栃木県栃木県でででで減少割合減少割合減少割合減少割合がががが
大大大大きいきいきいきい。。。。

注）鉄道：ＪＲ（国鉄）、民鉄（鉄道,路面電車,モノレール・新交通システム）、
地下鉄の乗車人員計（除く新幹線）

バス：乗合バス、貸切バス、市町村代替バス、貸切代替バスの輸送人員計
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黒字系統黒字系統黒字系統黒字系統

赤字系統赤字系統赤字系統赤字系統

全系統全系統全系統全系統

公的補助公的補助公的補助公的補助ありありありあり

系統数系統数系統数系統数

約約約約38,000系統系統系統系統

約約約約10,000系統系統系統系統
（（（（約約約約26.3％）％）％）％）

地地地地バスバスバスバス補助補助補助補助 約約約約1,600系統系統系統系統
（（（（約約約約4.2％）％）％）％）

約約約約28,000系統系統系統系統
（（（（約約約約73.7％）％）％）％）

� 輸送人員が減少を続ける中で、乗合バス事業者が運行する3/4の系統が赤字系統であり、事業者全体
としても3/4が赤字事業者となっている。

� 毎年、稚内から鹿児島までの直線距離を超える約2,000kmの路線が完全に廃止されている状況にあ
り、また、路線廃止に止まらず、乗合バス事業者が経営破綻に追い込まれているケースも全国的に生
じている。

厳厳厳厳しいしいしいしい経営状況経営状況経営状況経営状況にあるにあるにあるにある地方地方地方地方バスバスバスバス事業者事業者事業者事業者のののの状況状況状況状況
出典出典出典出典：：：：国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省自動車局自動車局自動車局自動車局資料資料資料資料

地地地地バスバスバスバス補助補助補助補助
（（（（約約約約4.2％）％）％）％）

廃止路線キロ

１８年度 ２，９９９㎞

１９年度 １，８３２㎞

２０年度 １，９１１㎞

２１年度 １，８５６㎞

計
８，５９８㎞

（平均 ２，１５０㎞）

平成平成平成平成１１１１１１１１年以降年以降年以降年以降のののの法的整理法的整理法的整理法的整理のののの事例事例事例事例

民事再生法民事再生法民事再生法民事再生法

○○○○那覇交通那覇交通那覇交通那覇交通㈱㈱㈱㈱ ○○○○北都交通北都交通北都交通北都交通㈱㈱㈱㈱
○○○○茨城交通茨城交通茨城交通茨城交通㈱㈱㈱㈱ ○○○○富士交通富士交通富士交通富士交通㈱㈱㈱㈱
○○○○琉球琉球琉球琉球バスバスバスバス㈱㈱㈱㈱ ○○○○岩手県北自動車岩手県北自動車岩手県北自動車岩手県北自動車㈱㈱㈱㈱

会社更生法会社更生法会社更生法会社更生法

○○○○京都交通京都交通京都交通京都交通㈱㈱㈱㈱ ○○○○水間鉄道水間鉄道水間鉄道水間鉄道㈱㈱㈱㈱
○○○○福島交通福島交通福島交通福島交通㈱㈱㈱㈱

そのそのそのその他他他他
○○○○大分大分大分大分バスバスバスバス㈱（㈱（㈱（㈱（私的整理私的整理私的整理私的整理））））
○○○○常磐交通自動車常磐交通自動車常磐交通自動車常磐交通自動車㈱（㈱（㈱（㈱（特別清算特別清算特別清算特別清算））））
○○○○中国中国中国中国バスバスバスバス㈱（㈱（㈱（㈱（私的整理私的整理私的整理私的整理））））

産業活力再生特別措置法関係産業活力再生特別措置法関係産業活力再生特別措置法関係産業活力再生特別措置法関係

産業再生機構支援産業再生機構支援産業再生機構支援産業再生機構支援

○○○○九州産業交通九州産業交通九州産業交通九州産業交通㈱㈱㈱㈱ ○○○○関東自動車関東自動車関東自動車関東自動車㈱㈱㈱㈱
○○○○宮崎交通宮崎交通宮崎交通宮崎交通㈱㈱㈱㈱

○○○○北海道旅客鉄道北海道旅客鉄道北海道旅客鉄道北海道旅客鉄道㈱（ＪＲ㈱（ＪＲ㈱（ＪＲ㈱（ＪＲ北海道北海道北海道北海道バスバスバスバス㈱）㈱）㈱）㈱）
○○○○箱根登山鉄道箱根登山鉄道箱根登山鉄道箱根登山鉄道㈱㈱㈱㈱
○○○○いわさきコーポレーションいわさきコーポレーションいわさきコーポレーションいわさきコーポレーション
○○○○立山黒部貫光立山黒部貫光立山黒部貫光立山黒部貫光㈱㈱㈱㈱
○○○○国際興業国際興業国際興業国際興業㈱㈱㈱㈱
○○○○㈱㈱㈱㈱日立電鉄日立電鉄日立電鉄日立電鉄バスバスバスバス他他他他４４４４社社社社
○○○○アルピコグループアルピコグループアルピコグループアルピコグループ松本電鉄他松本電鉄他松本電鉄他松本電鉄他３３３３社社社社

乗合乗合乗合乗合バスのバスのバスのバスの路線廃止状況路線廃止状況路線廃止状況路線廃止状況（（（（高速高速高速高速バスをバスをバスをバスを除除除除くくくく））））

7777



地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通のののの活性化活性化活性化活性化・・・・再生再生再生再生にににに対対対対するするするする市民市民市民市民意識意識意識意識（（（（公共交通公共交通公共交通公共交通にににに対対対対するするするする満足度満足度満足度満足度））））

� 公共交通公共交通公共交通公共交通にににに「「「「満足満足満足満足しているしているしているしている」」」」人人人人はははは、、、、都市部都市部都市部都市部（（（（東京東京東京東京50㎞㎞㎞㎞圏内圏内圏内圏内））））のののの54％％％％にににに対対対対しししし、、、、地方部地方部地方部地方部ではではではでは22％。％。％。％。
� 地方部地方部地方部地方部にににに住住住住むむむむ人人人人のののの46％％％％はははは、「、「、「、「公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利便性利便性利便性利便性」」」」にににに対対対対するするするする不満不満不満不満があるがあるがあるがある。。。。

またまたまたまた、、、、33％％％％はははは、、、、公共交通公共交通公共交通公共交通にににに対対対対してしてしてして「「「「満足満足満足満足していることがないしていることがないしていることがないしていることがない」。」。」。」。

6.9% 34.3% 20.3% 19.2% 10.6% 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関東全体

図図図図１１１１ 公共交通公共交通公共交通公共交通のののの満足度満足度満足度満足度

68.2%

38.8%

7.8%

14.8%

20.6%

29.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が身近にある

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が便利である（運行本数・頻
度、目的地までの所要時間など）

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が快適である（車内混雑な
ど）

36.9%

11.4%

8.4%

25.9%

45.7%

11.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が身近にある

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が便利である（運行本数・頻
度、目的地までの所要時間など）

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が快適である（車内混雑な
ど）

図図図図２２２２ 公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利便性利便性利便性利便性・・・・快適性快適性快適性快適性にににに満満満満
足足足足しているしているしているしている項目項目項目項目・・・・満足満足満足満足していないしていないしていないしていない項目項目項目項目
【【【【東京東京東京東京50km50km50km50km圏外圏外圏外圏外】】】】

（（（（参考参考参考参考））））図図図図２２２２－－－－１１１１
【【【【東京東京東京東京50505050ｋｍｋｍｋｍｋｍ圏内圏内圏内圏内】】】】

8888

8.9%

3.9%

45.5%

18.4%

21.0%

19.2%

13.5%

27.3%

4.8%

18.8%

6.3%

12.4%

東京50km圏内

東京50km圏外

とても満足している ある程度満足している どちらとも言えない

あまり満足していない 全く満足していない わからない（考えていない）

7.8%

5.8%

4.3%

14.8%

0.1%

6.5%

12.8%

29.8%

8.0%

7.4%

8.9%

1.6%

9.9%

18.9%

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通の運賃

鉄道駅・バス停・タクシー乗り場のバリアフリー化（エレベータ整
備や移動の段差解消など）

新幹線の駅・高速バスのバス停へ向かう公共交通がある

成田空港、羽田空港へ向かう公共交通がある

その他

わからない

満足していることがない/不満がない

4.3%

2.7%

6.7%

14.1%

0.2%

12.4%

33.1%

34.9%

4.9%

11.2%

7.3%

1.0%

18.0%

10.6%

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通の運賃

鉄道駅・バス停・タクシー乗り場のバリアフリー化（エレベータ整
備や移動の段差解消など）

新幹線の駅・高速バスのバス停へ向かう公共交通がある

成田空港、羽田空港へ向かう公共交通がある

その他

わからない

満足していることがない

満足している

満足していない

不満がない

約５４％

約２２％

出典：「交通・観光に関する市民意識調査」（関東運輸局）



地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通のののの活性化活性化活性化活性化・・・・再生再生再生再生にににに対対対対するするするする市民市民市民市民意識意識意識意識（（（（公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用状況利用状況利用状況利用状況のののの変化変化変化変化））））

�ここここここここ数年間数年間数年間数年間のののの公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用状況利用状況利用状況利用状況はははは、、、、都市部都市部都市部都市部のののの2ポイントポイントポイントポイント増加増加増加増加にににに対対対対しししし、、、、地方部地方部地方部地方部ではではではでは13ポイントポイントポイントポイント減少減少減少減少。。。。
�地方部地方部地方部地方部でででで公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用利用利用利用がががが「「「「減減減減ったったったった」」」」主主主主なななな理由理由理由理由はははは、、、、

「「「「外出機会外出機会外出機会外出機会のののの減少減少減少減少」（」（」（」（36％）％）％）％）
「「「「自動車利用自動車利用自動車利用自動車利用のののの機会機会機会機会のののの増加増加増加増加」（」（」（」（34％）％）％）％）
「「「「公共交通公共交通公共交通公共交通のののの不便不便不便不便」（」（」（」（18％）。％）。％）。％）。

6.4% 12.0% 51.3% 8.0% 14.6% 7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関東全体

図図図図１１１１ ここここここここ数年間数年間数年間数年間のののの公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用状況利用状況利用状況利用状況のののの変化変化変化変化

0.8%

1.5%

2.2%

17.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

利用していた鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が廃止された

鉄道・バス・タクシーなどの公共交通が不便になった

図図図図２２２２ 公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用利用利用利用がががが減減減減ったったったった理由理由理由理由
【【【【ここここここここ数年間数年間数年間数年間でででで公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用利用利用利用がががが「「「「減減減減ったったったった」」」」とととと回答回答回答回答したしたしたした人人人人・・・・

地域別地域別地域別地域別】】】】

9999

6.4%

8.2%

3.7%

12.0%

12.5%

11.2%

51.3%

53.6%

48.0%

8.0%

7.4%

8.8%

14.6%

11.5%

19.0%

7.9%

6.8%

9.4%

関東全体

東京50km圏内

東京50km圏外

21.1%

12.0%

3.0%

2.3%

3.8%

49.6%

9.8%

9.8%

33.8%

9.6%

0.7%

2.9%

11.0%

36.0%

7.4%

10.3%

自動車を買うなど、自動車を利用することが多くなった

子供が増えたなど、家族構成が変わった

道路整備などにより、交通渋滞が解消・緩和された

自動車の減税が行われた

高速道路の割引・無料化が行われた

外出機会が減った

その他

わからない（理由はない）
増えた

少し増えた

どちらとも言えない

少し減った

減った

わからない（利用していない)

約１５％

約２１％ 約１９％

約２８％

2ポイント増

13ポイント減

東京50km圏内

東京50km圏外

出典：「交通・観光に関する市民意識調査」（関東運輸局）



公共交通公共交通公共交通公共交通のサービスのサービスのサービスのサービス低下低下低下低下によるによるによるによる問題問題問題問題

①①①①交通交通交通交通のののの不便不便不便不便さがさがさがさが生活生活生活生活にににに影響影響影響影響（（（（買買買買いいいい物難民物難民物難民物難民がががが600万人超万人超万人超万人超））））
②②②②自家用自動車自家用自動車自家用自動車自家用自動車のののの利用可能性利用可能性利用可能性利用可能性がモビリティにがモビリティにがモビリティにがモビリティに影響影響影響影響
③③③③高齢高齢高齢高齢ドライバーのドライバーのドライバーのドライバーの安全面安全面安全面安全面のののの問題問題問題問題

0.70 

0.75 

0.80 

0.85 

0.90 

0.95 

1.00 

車あり

車なし

（2.9回／

１日当たりのト
リップ数（「車あ
り」）を1とした
場合 ２６２６２６２６

％％％％

１６１６１６１６
％％％％

（2.5回／ （2.1回／ （2.2回／

図２ 自家用車の利用可能性とトリップ数図１ 「買い物難民」の推計値

10101010

0.60 

0.65 

0.70 

三大都市圏 地方都市圏

（2.9回／
日）

出典：平成１７年全国都市交通特性調査

（2.5回／
日）

（2.1回／
日）

（2.2回／
日）

図３ 高齢化と交通事故（死亡事故）

出典：警察庁交通事故統計より交通計画課作成

運転操作が不適切なために
起きた死亡事故の比率

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

15.0%

17.0%

19.0%

21.0%

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

全体に占める高齢者

（第１当事者）死亡事

故比率

高齢者（65歳以上）

高齢者以外



地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通のののの活性化活性化活性化活性化・・・・再生再生再生再生にににに対対対対するするするする市民市民市民市民意識意識意識意識（（（（公共交通公共交通公共交通公共交通のののの維持維持維持維持））））

� 関東関東関東関東にににに住住住住むむむむ人人人人のののの81％％％％はははは、、、、公共交通公共交通公共交通公共交通のののの維持維持維持維持のののの必要性必要性必要性必要性をををを認識認識認識認識。。。。
特特特特にににに、、、、60代以上代以上代以上代以上のののの人人人人ではではではでは、、、、87％％％％がががが公共交通公共交通公共交通公共交通のののの維持維持維持維持のののの必要性必要性必要性必要性をををを認識認識認識認識。。。。

� 公共交通公共交通公共交通公共交通をををを「「「「ほとんどほとんどほとんどほとんど利用利用利用利用していないしていないしていないしていない」」」」人人人人でもでもでもでも、、、、73％％％％がががが公共交通公共交通公共交通公共交通のののの維持維持維持維持のののの必要性必要性必要性必要性をををを認識認識認識認識。。。。

50.5%

48.5%

30.6%

29.1%

11.1%

12.4%

1.8%

0.9%

2.0%

5.0%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関東全体

10～20代

図図図図１１１１ 公共交通公共交通公共交通公共交通をををを維持維持維持維持すべきかすべきかすべきかすべきか【【【【年代別年代別年代別年代別】】】】

63.1% 25.6% 7.8%

1.7%

0.0%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週に４～７回程度利用している

図図図図２２２２ 公共交通公共交通公共交通公共交通をををを維持維持維持維持すべきかすべきかすべきかすべきか
【【【【公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用状況別利用状況別利用状況別利用状況別】】】】

約８1％

11111111

48.5%

44.4%

49.3%

60.3%

29.1%

32.6%

33.6%

26.8%

12.4%

13.8%

9.5%

8.7%

2.6%

0.7%

2.6%

1.4%

1.3%

0.3%

0.0%

7.4%

5.3%

4.6%

2.8%

10～20代

30代

40～50代

60代以上

とても必要である ある程度必要である どちらとも言えない あまり必要ではない

全く必要ではない わからない

59.3%

63.0%

36.1%

26.0%

24.3%

37.0%

11.4%

9.0%

13.9%

0.0%

1.6%

2.6%

0.5%

1.9%

3.2%

1.6%

8.6%

週に１～３回程度利用している

月に１～２回程度利用している

ほとんど利用していない

とても必要である ある程度必要である どちらとも言えない あまり必要ではない

全く必要ではない わからない

約８７％ 約７３％

出典：「交通・観光に関する市民意識調査」（関東運輸局）



地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通のののの活性化活性化活性化活性化・・・・再生再生再生再生にににに対対対対するするするする市民市民市民市民意識意識意識意識（（（（公共交通公共交通公共交通公共交通をををを維持維持維持維持するためのするためのするためのするための負担負担負担負担））））

� 公共交通公共交通公共交通公共交通をををを維持維持維持維持するためにするためにするためにするために「「「「国国国国・・・・自治体自治体自治体自治体がががが公的支援公的支援公的支援公的支援としてとしてとしてとして負担負担負担負担すべきすべきすべきすべき」」」」としたとしたとしたとした人人人人はははは、、、、84％。％。％。％。
� 公共交通維持公共交通維持公共交通維持公共交通維持のためののためののためののための費用費用費用費用をををを「（「（「（「（あるあるあるある程度程度程度程度ならならならなら））））負担負担負担負担してもしてもしてもしても良良良良いいいい」」」」としたとしたとしたとした人人人人はははは、、、、

・・・・公共交通公共交通公共交通公共交通をををを「「「「利用利用利用利用しているしているしているしている」」」」人人人人ではではではでは、、、、53％。％。％。％。
・・・・公共交通公共交通公共交通公共交通をほとんどをほとんどをほとんどをほとんど利用利用利用利用しておらずしておらずしておらずしておらず、、、、公共交通公共交通公共交通公共交通にににに「「「「満足満足満足満足していないしていないしていないしていない」」」」人人人人でもでもでもでも、、、、44％。％。％。％。

52.6%

46.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

国が公的支援として負担すべき

図図図図１１１１ 公共交通公共交通公共交通公共交通をををを維持維持維持維持するためのするためのするためのするための負担負担負担負担のありのありのありのあり方方方方

4.2% 42.0% 36.1% 17.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関東全体

※回答者全体のうち、何れかの公的機関が負担
すべきと回答した人の割合。（複数回答）

８４．４％

図図図図２２２２ 公共交通公共交通公共交通公共交通をををを維持維持維持維持するためのするためのするためのするための自己負担自己負担自己負担自己負担のののの意思意思意思意思

12121212

46.4%

36.6%

7.1%

4.0%

4.8%

3.9%

0.8%

5.4%

都県が公的支援として負担すべき

市区町村が公的支援として負担すべき

地元の企業、商店街などが負担すべき

自治会や地域住民全体で負担すべき

運賃を高くするなど、利用者だけで負担すべき

運賃以外に負担してまで維持する必要がない

その他

わからない

4.7%

3.5%

4.7%

48.2%

34.4%

39.0%

34.0%

38.7%

42.3% 14.1%

13.1%

23.4%

公共交通利用者

公共交通非利用者

公共交通非利用者で公共交通
に満足していない人

負担しても良い ある程度なら負担しても良い 負担しない わからない

約５３％

約４４％

出典：「交通・観光に関する市民意識調査」（関東運輸局）



公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利用者利用者利用者利用者のののの減少減少減少減少
・少子高齢化、人口減少

・マイカー依存

交通事業者交通事業者交通事業者交通事業者のののの厳厳厳厳しいしいしいしい経営状況経営状況経営状況経営状況
公共交通公共交通公共交通公共交通サービスのサービスのサービスのサービスの低下低下低下低下
・地方都市、過疎地域における交通

空白地帯の出現 等

地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通をとりまくをとりまくをとりまくをとりまく現状現状現状現状とととと課題課題課題課題（（（（まとめまとめまとめまとめ））））

公共公共公共公共交通交通交通交通へのへのへのへの利用者利用者利用者利用者
満足度満足度満足度満足度のののの低下低下低下低下

負負負負のスパイラルのスパイラルのスパイラルのスパイラル

13131313

これによりこれによりこれによりこれにより、、、、
①①①①交通交通交通交通のののの不便不便不便不便さがさがさがさが生活生活生活生活にににに影響影響影響影響
②②②②自家用自動車自家用自動車自家用自動車自家用自動車のののの利用可能性利用可能性利用可能性利用可能性がモビリティにがモビリティにがモビリティにがモビリティに影響影響影響影響
③③③③高齢高齢高齢高齢ドライバーのドライバーのドライバーのドライバーの安全面安全面安全面安全面のののの問題問題問題問題

といったといったといったといった問題問題問題問題がががが生生生生じているじているじているじている。。。。
一方一方一方一方でででで、、、、市民意識市民意識市民意識市民意識においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、

・・・・公共交通公共交通公共交通公共交通のののの維持維持維持維持のののの必要性必要性必要性必要性にににに対対対対するするするする認識認識認識認識がありがありがありがあり、、、、
・・・・国国国国・・・・自治体自治体自治体自治体によるによるによるによる公的負担公的負担公的負担公的負担やややや自己負担自己負担自己負担自己負担にもにもにもにも一定一定一定一定のののの理解理解理解理解がみられるがみられるがみられるがみられる。。。。



２．地域公共交通に関わる支援の充実に向けて
（１）交通基本法案
（２）地域公共交通確保維持改善事業

（生活交通サバイバル戦略）

14141414

（生活交通サバイバル戦略）

（３）地域公共交通マイスター制度



交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、交通に関する施策について、基本理念を定め、及び国、地方公共団
体、事業者等の責務を明らかにするとともに、交通に関する施策の基本となる事項等について定める。

交通は、国民生活及び経済活動にとって不可欠な基盤であるものの、交通に関する取組についての骨格となる枠組みが存在しないため、
個々の分野での個別対応に終始

これまでの交通に関する施策

国民目線・利用者目線に立った行政への転換・人口減少・少子高齢化の進展
・我が国の経済の低迷、国際競争力の低下
・切迫した地球温暖化問題への対応

基本理念等

交通に関する施策について基本理念等を定める。

交通基本法及び交通基本計画を制定することによって、交通分野の諸課題に対して交通に関する基本的施策を包括的に示すことによ
り、国、地方公共団体、事業者、施設管理者及び国民が一体となって、総合的かつ計画的な取組みを推進。

新しい交通に関する施策への転換

交通を取り巻く社会経済情勢の著しい変化

（（（（１１１１））））交通基本法案交通基本法案交通基本法案交通基本法案のののの概要概要概要概要（（（（平成平成平成平成23年年年年3月月月月8日閣議決定日閣議決定日閣議決定日閣議決定））））

責務
国、地方公共団体、事業者、施設管理者、国民など関係者それぞれの責務を定める。

（国民等の交通に対する基本的なニーズの充足、交通の機能の確保及び向上、交通による環境への負荷の低減、交通の適切な役割分担及び有
機的かつ効率的な連携、連携等による施策の推進、交通の安全の確保について交通安全対策基本法と十分に連携）

交通に関する施策について基本理念等を定める。

交通基本計画の策定

○交通に関する施策の目指すべき姿を国民目線・利用者目線からわかりやすく提示。
○今後の具体的目標を設定。
※交通基本計画と社会資本整備重点計画を車の両輪として施策を推進。

年次報告
交通の動向及び政府が交通に関して講じた施策について、毎年国会に報告を行う。

基本的施策

国及び地方公共団体が講ずる交通に関する基本的施策について定める。
（日常生活等に必要な不可欠な交通手段の確保等、高齢者、障害者等の円滑な移動のための施策、物流を含めた交通の利便性向上、円滑化及び
効率化、国際競争力の強化及び地域の活力向上、交通に係る環境負荷の低減、まちづくりの観点からの施策の促進、観光立国の実現の観点か
らの施策の推進 等）

※詳細はＨＰ（http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000032.html）をご覧ください。 15151515



地域公共交通確保維持事業地域公共交通確保維持事業地域公共交通確保維持事業地域公共交通確保維持事業

・・・・ 存続存続存続存続がががが危機危機危機危機にににに瀕瀕瀕瀕しているしているしているしている生活交通生活交通生活交通生活交通のネットワークについてのネットワークについてのネットワークについてのネットワークについて、、、、地域地域地域地域のニーズをのニーズをのニーズをのニーズを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた最適最適最適最適なななな交通手段交通手段交通手段交通手段のののの確保維持確保維持確保維持確保維持のためのためのためのため、、、、地地地地
域域域域のののの多様多様多様多様なななな関係者関係者関係者関係者によるによるによるによる議論議論議論議論をををを経経経経たたたた地域地域地域地域のののの交通交通交通交通にににに関関関関するするするする計画計画計画計画にににに基基基基づきづきづきづき実施実施実施実施されるされるされるされる取組取組取組取組みをみをみをみを、、、、一体的一体的一体的一体的かつかつかつかつ継続的継続的継続的継続的にににに支援支援支援支援

・・・・ 支援支援支援支援にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては、、、、運行運行運行運行（（（（航航航航））））欠損額欠損額欠損額欠損額のののの事後的事後的事後的事後的なななな補填方式補填方式補填方式補填方式からからからから効率化効率化効率化効率化されたされたされたされた標準的標準的標準的標準的なななな事業費等事業費等事業費等事業費等をををを前提前提前提前提としたとしたとしたとした事前算定方式事前算定方式事前算定方式事前算定方式にににに
変更変更変更変更するするするする等等等等によりによりによりにより、、、、よりよりよりより効果的効果的効果的効果的・・・・効率的効率的効率的効率的なななな支援支援支援支援をををを実施実施実施実施

・・・・地域特性地域特性地域特性地域特性やややや実情実情実情実情にににに応応応応じたじたじたじた地域最適地域最適地域最適地域最適なななな地域間生活交通地域間生活交通地域間生活交通地域間生活交通
ネットワークとネットワークとネットワークとネットワークと、、、、同同同同ネットワークにネットワークにネットワークにネットワークに密接密接密接密接なななな地域内地域内地域内地域内のののの生活生活生活生活
交通等交通等交通等交通等をををを一体的一体的一体的一体的にににに、、、、そのそのそのその運行運行運行運行をををを支援支援支援支援

・・・・島民島民島民島民のののの生活生活生活生活にににに必要不可欠必要不可欠必要不可欠必要不可欠なななな離島航路離島航路離島航路離島航路・・・・航空路航空路航空路航空路のののの運航運航運航運航をををを
支援支援支援支援

・・・・離島航路離島航路離島航路離島航路のののの構造改善促進構造改善促進構造改善促進構造改善促進にににに資資資資するするするする公設民営化公設民営化公設民営化公設民営化のためのためのためのためのののの
船舶建造船舶建造船舶建造船舶建造等等等等をををを支援支援支援支援

陸陸陸陸 上上上上 交交交交 通通通通 離離離離 島島島島 交交交交 通通通通

≪≪≪≪離島航路離島航路離島航路離島航路：：：：事前算定方式等事前算定方式等事前算定方式等事前算定方式等へのへのへのへの変更変更変更変更とともにとともにとともにとともに、、、、全体全体全体全体のののの
≪≪≪≪事前算定方式等事前算定方式等事前算定方式等事前算定方式等へのへのへのへの変更変更変更変更≫≫≫≫

（（（（２２２２））））『『『『地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業』』』』 ～～～～生活交通生活交通生活交通生活交通サバイバルサバイバルサバイバルサバイバル戦略戦略戦略戦略～（～（～（～（新規新規新規新規））））
２３２３２３２３年度年度年度年度 ３０５３０５３０５３０５億円億円億円億円

生活交通生活交通生活交通生活交通のののの存続存続存続存続がががが危機危機危機危機にににに瀕瀕瀕瀕しているしているしているしている地域等地域等地域等地域等におけるにおけるにおけるにおける地域最適地域最適地域最適地域最適なななな移動手段移動手段移動手段移動手段のののの提供提供提供提供とととと、、、、駅駅駅駅のバリアフリーのバリアフリーのバリアフリーのバリアフリー化等移動化等移動化等移動化等移動にににに当当当当たってのたってのたってのたっての様様様様々々々々なななな障害障害障害障害をををを解消解消解消解消

地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通バリアバリアバリアバリア解消促進等事業解消促進等事業解消促進等事業解消促進等事業 地域公共交通調査事業地域公共交通調査事業地域公共交通調査事業地域公共交通調査事業

・・・・地域地域地域地域のののの公共交通公共交通公共交通公共交通のののの確確確確
保保保保・・・・維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善にににに資資資資するするするする
調査調査調査調査のののの支援等支援等支援等支援等

≪≪≪≪広域的広域的広域的広域的・・・・幹線的幹線的幹線的幹線的バスのバスのバスのバスの補助要件緩和補助要件緩和補助要件緩和補助要件緩和≫≫≫≫

≪≪≪≪個別個別個別個別のモードごとののモードごとののモードごとののモードごとの支援支援支援支援からからからから公共交通公共交通公共交通公共交通のバリアフリーのバリアフリーのバリアフリーのバリアフリー化等化等化等化等をををを一体的一体的一体的一体的にににに支援支援支援支援するするするする制度制度制度制度へへへへ改善改善改善改善≫≫≫≫

・・・・ ノンステップバスノンステップバスノンステップバスノンステップバス、、、、福祉福祉福祉福祉
タクシーのタクシーのタクシーのタクシーの導入導入導入導入をををを支援支援支援支援

・・・・ 旅客船旅客船旅客船旅客船、、、、鉄道駅鉄道駅鉄道駅鉄道駅、、、、旅客旅客旅客旅客
ターミナルのバリアフターミナルのバリアフターミナルのバリアフターミナルのバリアフ
リーリーリーリー化等化等化等化等をををを支援支援支援支援

・・・・ 地域鉄道地域鉄道地域鉄道地域鉄道のののの安全性向安全性向安全性向安全性向
上上上上にににに資資資資するするするする設備設備設備設備のののの整整整整
備等備等備等備等をををを支援支援支援支援

・・・・ バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー化化化化されたされたされたされた
まちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくりの一環一環一環一環としとしとしとし
てててて、ＬＲＴ、ＢＲＴ、、ＬＲＴ、ＢＲＴ、、ＬＲＴ、ＢＲＴ、、ＬＲＴ、ＢＲＴ、ＩＣＩＣＩＣＩＣカカカカ
ーーーードドドドのののの導入等導入等導入等導入等をををを支援支援支援支援

バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー化化化化 利用環境利用環境利用環境利用環境のののの改善改善改善改善 地域鉄道地域鉄道地域鉄道地域鉄道のののの
安全性安全性安全性安全性のののの向上向上向上向上

≪≪≪≪幹線交通幹線交通幹線交通幹線交通とととと密接密接密接密接なななな一定一定一定一定のののの地域内地域内地域内地域内バス・バス・バス・バス・
デマンドデマンドデマンドデマンド交通交通交通交通のののの運行運行運行運行についてについてについてについて支援対象支援対象支援対象支援対象
をををを拡充拡充拡充拡充≫≫≫≫

≪≪≪≪離島航空路離島航空路離島航空路離島航空路：：：：支援支援支援支援にににに制約制約制約制約ののののあるあるあるある
特別特別特別特別会計会計会計会計からからからから一般一般一般一般会計会計会計会計へへへへ移行移行移行移行≫≫≫≫

≪≪≪≪離島航路離島航路離島航路離島航路：：：：事前算定方式等事前算定方式等事前算定方式等事前算定方式等へのへのへのへの変更変更変更変更とともにとともにとともにとともに、、、、全体全体全体全体のののの
補助充足率補助充足率補助充足率補助充足率やややや移動移動移動移動環境改善環境改善環境改善環境改善へのへのへのへの取組支援取組支援取組支援取組支援をををを充実充実充実充実≫≫≫≫
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16161616※補助要綱等の詳細については、ＨＰをご確認ください。（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/index.html ）



生活交通改善事業計画
地域間幹線系統
確保維持計画

（３年計画）

地域内フィーダー系統
確保維持計画

（３年計画）

陸上交通 離島航路（航空路） バリア解消促進等事業

離島航路確保維持計画

（３年計画）

事業単位協議会

市区町村主催協議会

都道府県主催協議会

or

or

生活交通生活交通生活交通生活交通ネットワークネットワークネットワークネットワーク計画計画計画計画生活交通生活交通生活交通生活交通ネットワークネットワークネットワークネットワーク計画計画計画計画

協議会or都道府県等

協議会or都道府県等

地域地域地域地域のののの計画計画計画計画についてについてについてについて～～～～協議会協議会協議会協議会とととと地域地域地域地域のののの公共交通公共交通公共交通公共交通にににに係係係係るるるる計画計画計画計画のののの関係等関係等関係等関係等についてについてについてについて～～～～

（３年計画） 事業単位協議会
（駅、空港等）

※各計画は分野毎に作成することも可
※陸上交通に係る計画のうち地域間幹線系統確保維持計画と地域内フィーダー系統確保維持計画を別に作成する

ことも可（この場合、両協議会において計画の情報の共有を行うこと。）
※上記中の都道府県・市区町村協議会については、事業内容に応じた主催主体の組合わせ等が可能

○地域協議会の考え方
【メンバー】 地方公共団体（都道府県・市区町村）、関係交通事業者、国（地方運輸局等又は地方航空局） 等

（陸上交通及び離島航路の地域公共交通確保維持事業に係る生活交通ネットワーク計画は、関係する都道府県及
び市区町村がともに参加）

※地域・分野毎の分科会の設置や複数市町村による合同協議会の設置も可能とする。
※既存の類似協議会（地域公共交通活性化・再生法の法定協議会等）の活用も可能とする。
※住民、利用者、利害関係者の意見を反映させる観点から、あらかじめ協議会への当事者の参加、アンケート、ヒアリング、公聴

会又はパブリックコメント等の手順を経て計画を策定することとする。
17171717

協議会or市区町村等



地域間幹線系統

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果

○運行系統の概要・運送予定
者

○事業に要する費用の総額・負
担者・負担額

○その他（別表４の基準ハ・二
関係）

地域内フィーダー系統

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果

○運行系統の概要・運送予定
者

○事業に要する費用の総額・
負担者・負担額

車両減価償却費等補助を受けようとする場合は、上記に
○車両の取得の目的・必要性
○車両の取得の定量的な目標・効果

地域公共交通確保維持事業（陸上交通）

バリアフリー化設備等
整備事業

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果
○事業の内容・事業実施者

○事業に要する費用の総額・負
担者・負担額

○計画期間

利用環境改善促進等事
業

地域公共交通バリア解消促進等事業

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果
○事業の内容・事業実施者

○事業に要する費用の総額・負
担者・負担額

○計画期間
○その他（別表１９関係）

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

生活交通生活交通生活交通生活交通ネットワークネットワークネットワークネットワーク計画等計画等計画等計画等のののの記載事項記載事項記載事項記載事項

○車両の取得の定量的な目標・効果
○車両取得計画の概要・取得事業者
○車両取得の費用の総額・負担者・負担額
に係る事項を加える。

運営費補助

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果
○航路の概要・運航予定者

○事業に要する費用の総額、
負担者

○事業の改善等に関する事項

構造改革補助

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果

○運航を確保・維持するための
改善策等

○事業に要する費用の総額、
負担者・負担額

地域公共交通確保維持事業（離島航路）

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果
○事業の内容・事業実施者
○事業に要する費用の総額・負担者・負担額
○計画期間

※上記各事業の計画記載事項は、それぞれ、地域間幹線系統確
保維持計画、地域内フィーダー系統確保維持計画、離島航路確
保維持計画、生活交通改善事業計画の場合も同じ。

※利用環境改善促進等事業については、ＬＲＴ整備計画に記載さ
れていない事項を追記書類としてつけることで、鉄道軌道安全
輸送設備等整備事業については、鉄道事業再構築実施計画に
記載されていない事項を追記書類としてつけることで生活交通
ネットワーク計画に代替可。
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○○○○地域内地域内地域内地域内フィーダーフィーダーフィーダーフィーダー系統系統系統系統

○○○○地域間幹線系統地域間幹線系統地域間幹線系統地域間幹線系統

・ 地域間幹線バス系統のうち、一定の要件を満たし、
赤字が見込まれる系統であって、生活交通ネット
ワーク計画（※１）に位置付けられたものについて、
国が事前算定による予測収支差の1/2を補助

地域特性や実情に応じた地域最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、地域間生活交通のネット
ワークと当該ネットワークのフィーダーとして高齢者等の生活を支える地域内の一定の生活交通等の運行に
ついて一体的に支援する。

・ 生活交通ネットワーク計画に記載（都道府県単位）
・ 従前の地バス補助の要件緩和

（距離要件（１０ｋｍ要件）の廃止、複数市町村の判定
時点を平成13年3月31日に緩和）

・ 事前内定方式（※２）への変更

主な補助要件(*補助要件については、適宜適切に見直しを行う。）

主な補助要件(*補助要件については、適宜適切に見直しを行う。）

※※※※補助対象事業者補助対象事業者補助対象事業者補助対象事業者：：：：一般乗合旅客自動車運送事業者一般乗合旅客自動車運送事業者一般乗合旅客自動車運送事業者一般乗合旅客自動車運送事業者

陸上交通陸上交通陸上交通陸上交通のののの確保維持事業確保維持事業確保維持事業確保維持事業

・ 地域間幹線バス系統等と密接な地域内のフィー
ダー路線のうち、過疎地域等の移動の確保に資
するなど一定の要件を満たし、赤字が見込まれ
る系統であって、生活交通ネットワーク計画（※１）

に位置付けられたものについて、国が事前算定
による予測収支差の１／２を補助

（※１） 生活交通ネットワーク計画 ：地域の協議会の議論を経て策定される補助対象ネットワーク交通等に関する計画
（※２） 事前内定方式 ： 国は事業開始前に事業内容の妥当性（標準的な経費等）を確認して補助額をあらかじめ内定

・ 地域内生活交通への補助総額は、地域間生活交通へ
の補助総額の５０％以内

・ 各市町村ごとの補助額は、上記総額の範囲内で、市町
村ごとの状況に応じて設定される想定上限額の範囲内
で実費を補助

・ 補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統など過
疎地域をはじめとする交通不便地域の移動確保を目的
とするもの

・ 生活交通ネットワーク計画に記載（市町村単位）
・ バス停共有等により幹線交通と接続しているもの
・ 新たに運行を開始、又は新規に地方公共団体が支援を

開始する系統

補助の上限

主な補助要件(*補助要件については、適宜適切に見直しを行う。）

※※※※補助対象事業者補助対象事業者補助対象事業者補助対象事業者：：：：一般乗合旅客自動車運送事業者一般乗合旅客自動車運送事業者一般乗合旅客自動車運送事業者一般乗合旅客自動車運送事業者
自家用有償旅客運送者自家用有償旅客運送者自家用有償旅客運送者自家用有償旅客運送者
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○○○○従前従前従前従前のののの地地地地バスバスバスバス補助補助補助補助からのからのからのからの主主主主なななな変更点変更点変更点変更点
・複数市町村の判定時点を平成１３年３月３１日に緩和
・距離要件（１０ｋｍ以上）の廃止
・補助金額の事前内定方式への変更に伴い、輸送量、赤字要件については、運行終了後の実績値による判断から運行開始
前に内定する予測値による判断に変更

・必要なサービスを効果的・効率的に確保維持するための協議会による実質的な議論を重視
・補助要件については適時適切に見直すものであること

１．路線定期運行であること。（補助対象事業者は一般乗合旅客自動車運送事業者）

２．複数市町村にまたがる系統であること。（ただし、要件成否は、平成１３年３月３１日における市町村の状態に応じて決定。）

３．都道府県庁所在地、広域行政圏の中心市町村、又は広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されていると都道府
県協議会が認めた市町村への需要に対応して設定される系統であること。

４．１日当たりの計画運行回数が３回以上のもの。ただし、都道府県協議会が認めた場合は、平日１日当たりの計画運行回数が３

具体的な要件

補助対象補助対象補助対象補助対象とするとするとするとする地域間幹線系統地域間幹線系統地域間幹線系統地域間幹線系統のののの要件要件要件要件

21

４．１日当たりの計画運行回数が３回以上のもの。ただし、都道府県協議会が認めた場合は、平日１日当たりの計画運行回数が３
回以上のものとする。

５．輸送量が１５人～１５０人／日と見込まれること。（既存系統であって、２ヶ年度連続して実績が１５人未満／日又は１５０人超
／日のものは除く。）

６．経常赤字が見込まれること。（既存系統であって、過去２ヶ年度連続して経常黒字となった運行系統は除く。）

７．補助対象期間の末日（９月３０日）において引き続き運行される予定の系統であること。（補助対象期間中に再編等を行う場合
に、その３０日前までに生活交通ネットワーク計画の認定又は変更認定を受けた場合に限り、同一の補助対象系統が継続し
ての運行と取り扱う。）

８．都道府県主催、関係市区町村の参加する協議会における協議を経て、生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要な
運行系統として記載されていること。

＊関係市区町村は、地域間幹線路線が、地域間輸送機能と地域内輸送機能の両面を担っている観点から議論に参画する。

９．生活交通ネットワーク計画の策定にあたっては、住民、利用者、利害関係者の意見を反映させる観点から、あらかじめ協議会
への当事者の参加、アンケート、ヒアリング、公聴会又はパブリックコメント等の手順を経ること。

10．運送予定者が企画競争その他これに準ずる競争性のある方法により選定されていること。 20202020



１．路線定期運行、路線不定期運行若しくは区域運行又は市町村運営有償運送（交通空白輸送に限る）若しくは過疎地有償運送（乗合旅客
の運送に限る。）であること。（補助対象事業者は一般乗合旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者。）

２．以下の（１）、（２）のいずれかの要件を満たす系統であること。
（１）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統（注１）であること。（政令市、中核市及び特別区（以下、「政令市等」という。）が専らその

運行を支援するもの及びその運行区域のすべてが政令市等の区域内であるものを除く。 ）
（２）交通不便地域における地域間交通ネットワーク（注２）のフィーダー系統であること。（①または②であること。）

①過疎地域等（※）における地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること。

具体的な要件

○○○○主主主主なななな要件要件要件要件
・・・・「「「「補助対象地域間幹線補助対象地域間幹線補助対象地域間幹線補助対象地域間幹線バスバスバスバス系統系統系統系統のフィーダーのフィーダーのフィーダーのフィーダー系統系統系統系統」」」」またはまたはまたはまたは「「「「交通不便地域交通不便地域交通不便地域交通不便地域におけるにおけるにおけるにおける地域間交通地域間交通地域間交通地域間交通ネットワークのフィーダーネットワークのフィーダーネットワークのフィーダーネットワークのフィーダー系統系統系統系統」」」」
：：：： 補助対象地域間バス系統を補完するものであること、または、過疎地域など交通不便地域の移動確保を目的とするものであること

・・・・幹線幹線幹線幹線アクセスアクセスアクセスアクセス性性性性 ： 補助対象地域間幹線バス系統等へのアクセス機能を有するものであること
・サービス・サービス・サービス・サービス充実性充実性充実性充実性 ： 新たに運行、または、公的支援を受けるものであること
・・・・公共性公共性公共性公共性 ： 公的な支援がなければ確保維持が困難なものであること
・・・・地域地域地域地域のののの合意合意合意合意 ： 地域の協議会による議論を経た計画に基づき実施されるものであること
・・・・効率的効率的効率的効率的・・・・効果的効果的効果的効果的なサービスのなサービスのなサービスのなサービスの確保確保確保確保 ： 品質・価格・企画等を踏まえて運送予定者が選定されること

補助対象補助対象補助対象補助対象とするとするとするとする地域内地域内地域内地域内フィーダーフィーダーフィーダーフィーダー系統系統系統系統のののの要件要件要件要件

①過疎地域等（※）における地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること。
※過疎地域等：過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域とみなされる市町村、過疎地域とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興
対策実施地域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振興山村、奄美群島振興開発特別措置法に基づく奄美群島、小笠原諸島振興開発
特別措置法に基づく小笠原諸島及び沖縄振興特別措置法に基づく沖縄県の区域

②半径１ｋｍ以内にバスの停留所、鉄軌道駅、海港及び空港が存しない集落、市街地その他の交通不便地域として地方運輸局長等が指
定する地域の住民等の移動確保のための地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること

（注１）フィーダー系統とは、バスの停留所、鉄軌道駅、海港及び空港において、地域間交通ネットワークと接続（注３）する系統をいう。
（注２）地域間交通ネットワークとは、地域間バス系統、鉄軌道路線、航路及び航空路をいう。
（注３）接続とは、バス停留所相互又はバス停留所と鉄軌道駅、海港又は空港との近接・共有、乗り継ぎに適したダイヤの設定、乗り継ぎ割引の設定など、乗り継ぎ円滑化

のためのいずれかの措置が講じられていることをいう。
３．運行内容について、効率的・効果的運行のための「コミュニティバスの導入に関するガイドライン」なども踏まえ、地域における既存の交通

ネットワーク及び生活交通ネットワーク計画の地域間幹線系統に係る部分の記載との調整・整合が図られていること。
４．新たに運行を開始する系統、又は新規に地方公共団体が支援を開始する系統、平成２３年度以降に地域内フィーダー系統に係る国庫補

助を受けたことがある系統。
５．経常赤字が見込まれること。（既存系統であって、過去２ヶ年度連続して経常黒字となった運行系統は除く。）。
６．補助対象期間の末日（９月３０日）において引き続き運行される予定の系統であること。 （補助対象期間中に再編等を行う場合に、そ

の３０日前までに生活交通ネットワーク計画の認定又は変更認定を受けた場合に限り、同一の補助対象系統が継続しての運行
と取り扱う。）

７．生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要な運行系統として記載されていること。
８．生活交通ネットワーク計画の策定にあたっては、住民、利用者、利害関係者の意見を反映させる観点から、あらかじめ協議会への

当事者の参加、アンケート、ヒアリング、公聴会又はパブリックコメント等の手順を経ること。
９．運送予定者が企画競争その他これに準ずる競争性のある方法により選定されていること。 21212121



フィーダー系統のイメージ

各補助対象市町村毎の国庫補助金の交付額は、各補助対象市町村の地域内フィーダー系統に係る補助対象経費合計額の１
／２と、各補助対象市町村毎に算定される国庫補助上限想定額の、いずれか少ない方の額以内の額とする。

市町村ごとの国庫補助額

市町村の地域内フィーダー系統に係る補助対象経費は、実績値や標準値等を用いて事前に算定される補助対象経常費用の
見込額と経常収益の見込額との差（ただし、補助対象経常費用の９／２０を限度とする。）に相当する額とする。

なお、計画内容に記載されたサービスが提供されなかった場合及び天変地異、燃料価格の暴騰等運送者の責によらない事象
により事前に算定される収支差と実績の収支差に大幅な乖離が生じた場合には、合理性が認められる範囲内で補正を行うもの
とする。

補助対象経費

（（（（１１１１））））補助対象地域間幹線補助対象地域間幹線補助対象地域間幹線補助対象地域間幹線バスバスバスバス系統系統系統系統のフィーダーのフィーダーのフィーダーのフィーダー系統系統系統系統 （（（（２２２２））））交通不便地域交通不便地域交通不便地域交通不便地域におけるにおけるにおけるにおける地域間交通地域間交通地域間交通地域間交通ネットワークのフィーダーネットワークのフィーダーネットワークのフィーダーネットワークのフィーダー系統系統系統系統

①過疎地域等フィーダー系（路線運行）補助対象地域間幹線バス

補助対象補助対象補助対象補助対象とするとするとするとする地域内地域内地域内地域内フィーダーフィーダーフィーダーフィーダー系統系統系統系統のののの要件要件要件要件（（（（イメージイメージイメージイメージ））））

＊地域間交通ネットワーク（黒字路線も含まれる。）

・地域間幹線バス系統（複数市町村にまたがる、平日１日当たりの計画運行回
数が３回以上のもの。）

・鉄軌道路線（ＪＲ、大手民鉄等も含まれる。）
・内航旅客船航路、国内定期航空

接続

フィーダー系統（路線運行）
（補助対象）

②交通不便地域として地方運輸局長が指定
する地域

地域間交通ネットワーク

地域間交通ネットワーク 接続

※幹線とフィーダーの接続するポイントは、補助対象となる地域内に含まれていなくてもよい。

フィーダー系（路線運行）
（補助対象）接続

補助対象地域間幹線バス

フィーダー系統（区域運行）
（補助対象）

フィーダー系統（専ら政令市等が運行の支援を
行うもの及びその運行区域のすべてが政令市
等の区域内であるものは除く。）

（補助対象）

接続

補助対象地域間幹線バス
［政令市等が関わる場合］ 政令市・中核市・特別区

政令市等以外の市町村

フィーダー系統（区域運行）
（補助対象）

①過疎地域等

②交通不便地域として地方運輸局長が指定す
る地域

22222222



主主主主なななな補助対象事業補助対象事業補助対象事業補助対象事業（（（（赤字赤字赤字赤字はははは新制度新制度新制度新制度のののの補助率補助率補助率補助率））））

バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー化事業化事業化事業化事業

バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー化事業化事業化事業化事業

○既存鉄軌道駅のバリアフリー化

○既存旅客船ターミナルのバリアフリー化
（バリアフリー化設備、待合・乗換設備、情報案内設備、ＨＰ制作等）

⇒ １／３（新規）

＜＜＜＜支援支援支援支援スキームスキームスキームスキーム＞＞＞＞
� 協議会（都道府県、市町村又は事業ごと）において、事業の目的・必要性、定量的な目標・効果、事業内容と事業実施者、

費用の総額・負担者・負担割合等を記載した生活交通ネットワーク計画を策定し、国（運輸局等）へ提出。
� 協議会が策定した生活交通ネットワーク計画に位置付けのある事業について、当該事業を実施する事業者が国（運輸局

等）へ補助申請。事業実績の報告の後、国から事業者に対し補助金交付。

＜＜＜＜新制度新制度新制度新制度のポイントのポイントのポイントのポイント＞＞＞＞
� 事業実施の前提として、地域の協議会での議論を経て生活交通ネットワーク計画を策定。（平成22年度以前に採択された

交通施設バリアフリー化設備等整備費補助金の継続事業に関しては、経過措置として計画策定を必要としない。）
� 地方自治体の協調補助を要件とせず、事業費の分担については協議会で議論し、生活交通ネットワーク計画に記載。

バリアバリアバリアバリア解消促進等事業解消促進等事業解消促進等事業解消促進等事業（（（（バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー化化化化・・・・利用環境改善利用環境改善利用環境改善利用環境改善））））

利用環境改善促進等利用環境改善促進等利用環境改善促進等利用環境改善促進等

○鉄軌道駅の生活支援機能施設の整備
※鉄道バリアフリー補助 １／３ ⇒ １／３

○LRTシステムの整備
（車両購入、停留所整備等）
※ＬＲＴ補助１／４ ⇒ １／３

○BRTシステムの整備
（車両購入、停留所整備等）

⇒ １／３（新規）

○既存鉄軌道駅のバリアフリー化
（バリアフリー化設備、待合・乗換設備、

情報案内設備、ＨＰ制作等）
※鉄道バリアフリー補助 １／３ ⇒ １／３

○既存バスターミナル、タクシー乗り場のバリアフリー化
（バリアフリー化設備、待合・乗換設備、

情報案内設備、ＨＰ制作等）
⇒ １／３（新規）

○ノンステップバス・リフト付バス（車両購入・改造）の導入
※自動車バリアフリー補助 １／４又は差額の１／２

⇒ １／４又は差額の１／２
○福祉タクシーの導入

（車両購入・改造、共同配車センター関係設備等）
※自動車バリアフリー補助 購入1／２、改造１／３
⇒ １／３（共同配車センターの設立を要件としない）

○既存航空旅客ターミナルのバリアフリー化
（バリアフリー化設備、待合・乗換設備、

情報案内設備、ＨＰ制作等）
⇒ １／３（新規）

⇒ １／３（新規）
○既存船舶のバリアフリー化、高度バリアフリー化船の導入

（既存船舶のバリアフリー化改造、高度バリアフリー化船の建造・改造）
⇒ 改造費又は通常バリアフリー化船との差額の１／３（新規）

○ICカードシステムの整備
（システム開発、設備整備等）

⇒ １／３（新規）
○バスロケーションシステムの整備

（システム開発、設備整備等）
⇒ １／３（新規）

○デマンドシステム導入
⇒ １／３（新規）

○離島航路（地域公共交通確保維持事業実施事業者以外で離島住民の
運賃割引を行う者）の船舶建造等

⇒ １／１０（新規）
ただし、離島住民の運賃割引に必要な経費の１／２以内 23232323



� 協議会（都道府県、市町村又は事業ごと）において、事業の目的・内容・効果、費用負担、事業内容と事業主体等を記載し
た生活交通ネットワーク計画を策定し、国（運輸局）へ提出。

※当該計画は、バリア解消促進等事業のみの計画として作成することも可。

� 協議会が策定した生活交通ネットワーク計画に位置付けのある事業について、当該事業を実施する事業者が国（運輸局）
へ補助申請。交付決定、事業実施を経て事業実績の報告の後、国から事業者に対し補助金交付。

支援支援支援支援スキームスキームスキームスキーム

バリアバリアバリアバリア解消促進等事業解消促進等事業解消促進等事業解消促進等事業（（（（地域鉄道地域鉄道地域鉄道地域鉄道のののの安全性安全性安全性安全性のののの向上向上向上向上））））

25

� 旧「鉄道軌道輸送対策事業」に相当する支援制度。
� 事業実施の前提として、地域の協議会での議論を経て生活交通ネットワーク計画を策定。
� 事業費の１／３を国が補助。地方自治体の協調補助を要件とせず、事業費の分担については協議会で議論し、生活交通

ネットワーク計画に記載。

（旧「鉄道軌道輸送対策事業」との変更点）
� 「全事業経常損益」基準から「鉄道事業経常損益」基準に変更
� 第３種鉄道事業者である地方公共団体を全て対象とする
� 設備投資工事（機能向上、老朽更新）に加えて、車両（検査時整備、車体補修等）、

線路設備（橋梁・トンネル補修等）等に係る修繕工事も採択
� 制度上、地方自治体の協調補助要件がなくなるが、事業採択・補助金配分に際しては、地方自治体の協調補助の有無・規

模を十分に勘案

新制度新制度新制度新制度のポイントのポイントのポイントのポイント
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補助対象事業者が取り組む地域の公共交通の確保維持改善に係る計画の策定調査等

補助対象

上記の計画の策定を設置目的の一つとする多様な地域の関係者（都道府県、市区町村、関係交通事業
者又は交通施設管理者、地方運輸局等）により構成される協議会（補助要綱第２条第１号に規定する協議
会のほか、地域公共交通活性化・再生法に定める法定協議会、離島航路協議会等、既存の協議会を含

補助対象者

調査事業調査事業調査事業調査事業

む。 ）

計画の策定に必要な経費 （協議会開催等の事務費、地域のデータの収集・分析の費用、住民・利用者
アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、モビリティマネジメントの実施等地域住民への啓発事業の費
用、短期間の実証調査のための費用等。）

補助対象経費

定額（２０００万円以下）

補助率
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平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度

１０１０１０１０月月月月 １０１０１０１０月月月月

平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度

１０１０１０１０月月月月

○○○○ 確保維持事業確保維持事業確保維持事業確保維持事業
陸上交通
離島航路

○○○○ 確保維持事業確保維持事業確保維持事業確保維持事業
離島航空路

○○○○ バリアバリアバリアバリア解消促進解消促進解消促進解消促進
等事業等事業等事業等事業

○○○○ 調査事業調査事業調査事業調査事業

４４４４月月月月 ４４４４月月月月 ４４４４月月月月 ４４４４月月月月

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度

地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業のスケジュールのスケジュールのスケジュールのスケジュール

• 新制度は平成２３年４月１日施行。

• 事業年度（補助対象期間）は、陸上交通及び離島航路に係る確保維持事業については、１０月～９月（ただ
し、新制度への移行期である平成２３年度においては、地域内生活交通への支援等新たな補助事業について
は４月～９月）、それ以外は４月～３月。

（＊）平成２２年度までに地方運輸局長等の認定を受けた地域公共交通活性化・再生総合事業計画（「総合事業計画」）に係る事業（「計画事業」）で
あって、既に事業に着手しているものについては、平成２３年度に限り、従前の補助メニューにしたがって支援を実施。

平成平成平成平成２３２３２３２３年度予算年度予算年度予算年度予算 平成平成平成平成２４２４２４２４年度予算年度予算年度予算年度予算

○○○○ 活性化活性化活性化活性化・・・・再生総合再生総合再生総合再生総合
事業事業事業事業（＊）（＊）（＊）（＊）

（経過措置）
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地地地地

・・・・地域地域地域地域がががが主体的主体的主体的主体的にににに地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通のののの維持維持維持維持・・・・利便性向上利便性向上利便性向上利便性向上・・・・活性化活性化活性化活性化にににに向向向向けたけたけたけた先進的先進的先進的先進的・・・・独創的独創的独創的独創的なななな取組取組取組取組みをみをみをみを実践実践実践実践するにあたりするにあたりするにあたりするにあたり、、、、そのそのそのその取組取組取組取組みをみをみをみを中心中心中心中心とととと
なってなってなってなって推進推進推進推進しししし、、、、知識知識知識知識、、、、経験経験経験経験、、、、熱意熱意熱意熱意をををを有有有有するするするする自治体職員自治体職員自治体職員自治体職員のののの方方方方、、、、交通事業者職員交通事業者職員交通事業者職員交通事業者職員のののの方方方方、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ法人職員法人職員法人職員法人職員のののの方等方等方等方等をををを、、、、有識者有識者有識者有識者、、、、報道機関代表者及報道機関代表者及報道機関代表者及報道機関代表者及
びびびび各交通事業者団体代表者各交通事業者団体代表者各交通事業者団体代表者各交通事業者団体代表者からからからから構成構成構成構成するするするする選定委員会選定委員会選定委員会選定委員会がががが、「、「、「、「地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター」」」」としてとしてとしてとして選定選定選定選定しししし、、、、関東運輸局長関東運輸局長関東運輸局長関東運輸局長がががが任命任命任命任命するするするする。。。。

・・・・「「「「地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター」」」」はははは、、、、自自自自らのらのらのらの取組取組取組取組みからみからみからみから得得得得られたられたられたられた知識知識知識知識やややや経験経験経験経験をよりをよりをよりをより多多多多くのくのくのくの関係者関係者関係者関係者にににに継承継承継承継承するするするする役割役割役割役割をををを担担担担うううう。。。。

概概概概 要要要要

①①①①人材人材人材人材のデータベースのデータベースのデータベースのデータベース構築構築構築構築

横浜国立大学大学院
都市イノベーション研究院教授

中村文彦
（委員長）

関東鉄道協会会長 根津嘉澄

交通ジャーナリスト 鈴木文彦 (社)東京バス協会会長 小田征一

フリーアナウンサー 青山佳世 関東地区ハイヤータクシー協議会会長 大野清一

関東七社会（共同通信社東京支社長） 渥美一志 関東旅客船協会会長 山﨑潤一

＜＜＜＜選定委員選定委員選定委員選定委員＞＞＞＞

H23.10月時点月時点月時点月時点

（（（（３３３３））））地域地域地域地域公共交通公共交通公共交通公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター制度制度制度制度についてについてについてについて

・・・・隠隠隠隠れたれたれたれた人材人材人材人材のののの顕在化顕在化顕在化顕在化

・・・・公共交通公共交通公共交通公共交通にににに携携携携わるわるわるわる人材人材人材人材のののの
地位地位地位地位・・・・認知度向上認知度向上認知度向上認知度向上

・・・・人材間人材間人材間人材間でのノウハウでのノウハウでのノウハウでのノウハウ共有共有共有共有

・・・・他地域他地域他地域他地域へのノウハウのへのノウハウのへのノウハウのへのノウハウの展開展開展開展開

地地地地
域域域域
公公公公
共共共共
交交交交
通通通通
のののの
活活活活
性性性性
化化化化人人人人

材材材材

①①①①人材人材人材人材のデータベースのデータベースのデータベースのデータベース構築構築構築構築

・・・・地域地域地域地域のののの公共交通公共交通公共交通公共交通にににに熱意熱意熱意熱意・ノウハウを・ノウハウを・ノウハウを・ノウハウを有有有有しししし、、、、関係者関係者関係者関係者とのとのとのとの調整調整調整調整によりによりによりにより
実績実績実績実績をををを残残残残しているしているしているしている人材人材人材人材をををを募集募集募集募集しししし、、、、任命任命任命任命

・・・・人材人材人材人材をををを得意分野得意分野得意分野得意分野ごとにデータベースごとにデータベースごとにデータベースごとにデータベース化化化化しししし、ＨＰ、ＨＰ、ＨＰ、ＨＰ等等等等でででで公表公表公表公表
・・・・特特特特にににに優優優優れたれたれたれた人材人材人材人材へのへのへのへの表彰表彰表彰表彰もももも検討検討検討検討

②②②②人材間人材間人材間人材間のののの情報交換情報交換情報交換情報交換

・・・・人材間人材間人材間人材間でのでのでのでの意見交換会意見交換会意見交換会意見交換会のののの開催等開催等開催等開催等によりによりによりにより、、、、情報交換情報交換情報交換情報交換・・・・情報共有情報共有情報共有情報共有

③③③③人材人材人材人材へのへのへのへの相談相談相談相談

・・・・公共交通公共交通公共交通公共交通にノウハウのないにノウハウのないにノウハウのないにノウハウのない地域地域地域地域からからからから人材人材人材人材にににに対対対対してしてしてして相談相談相談相談

平成平成平成平成22222222年年年年11111111月月月月 1111日日日日～～～～30303030日日日日 地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター候補者候補者候補者候補者のののの推薦推薦推薦推薦をををを募集募集募集募集
平成平成平成平成23232323年年年年 3333月月月月10101010日日日日 地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター選定委員会選定委員会選定委員会選定委員会をををを開催開催開催開催

4444月月月月25252525日日日日 初代地域公共交通初代地域公共交通初代地域公共交通初代地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター13131313名名名名をををを任命任命任命任命
プロフィールプロフィールプロフィールプロフィール、、、、取組事例等取組事例等取組事例等取組事例等をををを「「「「地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターデータベースマイスターデータベースマイスターデータベースマイスターデータベース」」」」としてホームページでとしてホームページでとしてホームページでとしてホームページで公開公開公開公開

6666月月月月27272727日日日日 地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターのマイスターのマイスターのマイスターの知識知識知識知識・・・・経験経験経験経験のののの普及等普及等普及等普及等のためのためのためのため「「「「地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターワークショップマイスターワークショップマイスターワークショップマイスターワークショップ」」」」をををを開催開催開催開催
10101010月月月月11111111日日日日～～～～11111111月月月月11111111日日日日 第第第第2222回地域公共交通回地域公共交通回地域公共交通回地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター候補者候補者候補者候補者のののの推薦推薦推薦推薦をををを募集開始募集開始募集開始募集開始

平成平成平成平成24242424年年年年 3333月月月月 9999日日日日 第第第第2222回地域公共交通回地域公共交通回地域公共交通回地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター選定委員会選定委員会選定委員会選定委員会をををを開催開催開催開催、、、、選定委員選定委員選定委員選定委員・・・・初代初代初代初代マイスターとのマイスターとのマイスターとのマイスターとの意見交換会意見交換会意見交換会意見交換会をををを開催開催開催開催
3333月月月月22222222日日日日 二代目地域公共交通二代目地域公共交通二代目地域公共交通二代目地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター4444名名名名をををを任命任命任命任命

取組状況取組状況取組状況取組状況

人人人人
材材材材

人人人人
材材材材

27272727



【【【【自治体関係自治体関係自治体関係自治体関係】】】】
所 属 氏 名 取組概要

茨城県日立市 高橋 正朗

・交通空白地域解消のため、地域がＮＰＯを設立してデマンド型乗合タクシーを導入するに当たり、説明会に参加し、地域の
負担に理解を得るとともに、手続全般に対し、中心的役割を果たした。

・既存の路線バスの維持・拡充のため、地域との話し合いに参加し、全国初の地域住民とバス事業者と市による「パートナー
シップ協定」の締結により、地域住民によるバス乗車促進運動、バス事業者による地域の声を取り入れた利便性向上策の
実施につなげた。

千葉県南房総市 嶌田 紀之

・合併により不均衡が生じたコミュニティバス等の再編整備に取り組み、市内全地区長への説明や市役所庁内の連携・情報
共有等を通じて、快速バスの運行やデマンド交通導入等、「機能と役割を明確にした公共交通体系」の構築を図った。

・快速バスが来訪者にとって二次交通としての機能を十分発揮できるよう、鉄道会社への積極的な売り込みを行う等、一次
交通（鉄道・高速バス）との連携強化を図った。

埼玉県三郷市 大野 練夫

・市民の要望を集約し、路線計画やバス停立地方針等の企画を自ら行い、民間バス事業者が採算性を考慮した上で事業に
参入する「三郷モデル」を作りあげた。

・バスネットワーク再編による大幅なバスの増便及び自転車とバスの連携強化を図るなど、国、県、交通事業者等との調整
役となりながら、公共交通利用促進によるCO2削減に取り組んだ。

・交通不便地域におけるコミュニティバスや乗合タクシー導入に当たり、地域住民・交通事業者・行政の三者協働や運行継

初代地域公共交通初代地域公共交通初代地域公共交通初代地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター一覧一覧一覧一覧

地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター①①①①

神奈川県相模原市 藤井 一洋

・交通不便地域におけるコミュニティバスや乗合タクシー導入に当たり、地域住民・交通事業者・行政の三者協働や運行継
続条件・導入基準等を包括させ、運行廃止の可能性も含めて制度化した。

・地域の運行協議会等において、市と地域の役割分担と協働体制の構築を説き、地域組織主導で住民説明会を開催させる
など、住民自ら取り組む姿勢を引き出した。

神奈川県秦野市 保坂 富士雄

・交通渋滞問題や交通空白地域解消のため、TDM施策による交通需要側の意識改革と乗合タクシーの導入による地域公
共交通の利便性向上を図り、自家用車から公共交通への転換や地域公共交通の維持・活性化を図った。

・乗合タクシーの実証運行開始に際し、地域懇談会出席の他、事業者・商店街・住民等との協議も精力的に実施し、多様な
意見について調整を図り、実証運行開始後も多様な意見を反映すべく、運行計画の見直しを行うなど、持続可能な公共交
通の構築に努めた。

【【【【鉄道事業者関係鉄道事業者関係鉄道事業者関係鉄道事業者関係】】】】

いすみ鉄道株式会社 鳥塚 亮

・いすみ鉄道における２年間の存続検証期間中、公募を経て社長に就任し、沿線商店街関係者による応援団等地元と良好
な関係を築きながら、存続に向けて物品販売やネーミングライツ等即効性のある増収策を打ち出し、地域鉄道の再生に取
り組んだ。

・豊富な人脈を活かし、沿線地域の恵まれた自然環境に着目したアニメキャラクターの登用やイベント列車の導入等観光鉄
道化に取り組んだ。

社団法人銚子市観光協会 向後 功作

・銚子電気鉄道在職時、広報担当として積極的な情報発信に努め銚子電鉄の知名度向上に貢献した。
・地域鉄道存続のためには地域の活性化が不可欠との信念のもと、大学でまちづくりを学び、まち歩きとセットにしたイベント

列車運行など、鉄道のイベント開催にあたって、まちの魅力もＰＲできる要素を盛り込み、銚子のまちの知名度向上に尽力
した。

・平成２２年４月、銚子電気鉄道を退職し、現在銚子市観光プロデューサーとして地域観光振興の企画や営業活動、市民活
動の連携支援を行った。 28282828



【【【【バスバスバスバス事業者関係事業者関係事業者関係事業者関係】】】】

イーグルバス株式会社 谷島 賢

・不採算路線維持のため、大学と連携し、GPSと乗降センサー等のシステムを活用した路線毎の運行情報や利用状況の
データ把握・分析と、利用者アンケート等を通じた顧客ニーズの把握を通じて、路線バス事業を「見える化」し、運行の最適
化、コスト改善により事業の持続性を導き出した。

・観光資源がある過疎地の生活路線バス等において、上記のプロセスに加え、路線のハブ＆スポーク化、ゾーン制運賃等創
意工夫による取組を実施し、改善を図った。

山梨交通株式会社 雨宮 正英
・バス交通の利便性向上と活性化に向けて、インターネットを利用して路線やバス停通過時刻の検索ができるバスマップに、

リアルタイムの運行情報やバス停周辺の観光情報を組み合わせた「やまなしバスコンシェルジュ」システムを産学連携によ
り開発し、実用化する等、他業種、大学、行政等と連携しながら、創意工夫による取組を実施した。

【【【【タクシータクシータクシータクシー事業者関係事業者関係事業者関係事業者関係】】】】

・株式会社愛鶴
・株式会社ハートフルタク

シー
篠原 俊正

・地域への貢献と要望に応えるため、介護・福祉の支援を行うタクシー救援事業（Qタク）サービスを構築し、「陣痛１１９番」な
ど利用者ニーズの多様な用途に応えられるメニューを構築した。

・子育て支援タクシーを運行し、今まで運送依頼を躊躇していた子供、母親等との間に、タクシーは安全・安心であるという信
頼関係を築きあげた。

地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター②②②②

シー
・交通空白地域解消のため、市民の交通アクセスはどうあるべきかを考慮し、行政と連携を図りながらコミュニティタクシーの

運行を実施した。

【【【【そのそのそのその他他他他】】】】

特定非営利活動法人ウィラ
ブ北茨城

高松 志津夫

・交通弱者である障害者、高齢者に地域密着型サービスを提供することを目的に自らＮＰＯ法人を設立し、県内で「福祉有償
運送」を行うため、各市町村に対して運営協議会設置運動を展開した。

・公共交通機関のみならず、スクールバスや一般企業保有の送迎バスなど、地域資源の有効利用を促進する活動を提唱
し、

地域全般の移動手段の必要性を行政に提言した。

特定非営利活動法人まちづ
くり支援センター

為国 孝敏

・佐野市内の公共交通体系の見直しに際し、交通空白地域において、自ら提案・実現したワークショップの全てに参加し、最
前線に立って地域住民と行政との橋渡し役を務め、住民主導による実証運行につなげた。

・バス路線再編を検討する市役所職員に対し、デマンド交通や新規路線のスリム化等の指導を実施し、基幹線と支線のネッ
トワーク化やフリー乗車、デマンド運行などを導入し本格運行に導いた。

・特定非営利活動法人かな
がわ福祉移動サービス
ネットワーク

・移動サービスワーカーズ
コレクティブ らら・むーぶ
港北

清水 弘子

・神奈川県内で交通不便を感じる住民が、自ら主体となって取り組む「地域生活交通づくり」を支援し、地域主体を育て、地域
の合意形成、運行に至るまで共に取り組み、実践につなげた。

・大和市西鶴間・上草柳地域において、住民組織をつくり、市との協働事業により、運行経費を自治会・各世帯からの負担と
協賛金等でまかなう「のりあい」の運行に至るまでを支援した。

※詳細は関東運輸局HPをご覧下さい。（http://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/kikaku_kankou/meister/index.html） 29292929



【鉄道事業者関係】

所属 氏名 取組概要

ひたちなか海浜鉄道（株） 吉田 千秋

・地域住民や自治会、地元の商工会議所などと積極的に連携しながら、沿線の観光施設とのタイアップや割引率の高い年間通学定期の
発売、また、旅行ツアーで湊線乗車を組み込むために旅行業者へトップセールスを行うなど、様々なアイデアや取り組みにより、収支の
改善と利用者数の増加に大きな成果をあげている。

・「鉄道を中心としたまちづくり」という公共的視点から会社経営を行っている。地域住民の理解と行動に支えられた元気なローカル鉄道
の経営者として注目を集めている。

【バス事業者関係】

所属 氏名 取組概要

神奈川中央交通（株） 永山 輝彦

・神奈川中央交通において平成２１年４月より、環境に配慮した地球にやさしい定期券として「グリーンエコパス」を導入し、バスの活性化
も併せて図った。バスから排出されるＣＯ２をオフセットすることは、公共交通機関として環境問題への先進的な取り組みである。

・ＢＲＴ導入について、連節バスという車両が長い特殊車両であり、安全面の確保に向け警察等関係者の調整を積極的に行っている。
・利用者利便の向上策として、自転車ラック付きバスを導入するため、積極的に関係者と調整を行い本格運行を実施した。

二代目地域公共交通二代目地域公共交通二代目地域公共交通二代目地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター一覧一覧一覧一覧

地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通マイスターマイスターマイスターマイスター③③③③

・利用者利便の向上策として、自転車ラック付きバスを導入するため、積極的に関係者と調整を行い本格運行を実施した。

【旅客船事業者関係】

所属 氏名 取組概要

伊豆諸島開発（株） 相良 宣尚

・ジェットフォイルの高速性・機動性を活かした新規航路開拓のため、東京～館山～下田を結ぶトライアングル航路のモニター運航を実
施した。

・新たな観光需要と地域活性化の推進を目指し、下田市が中心となって設立した「南伊豆地区・首都圏海上高速航路推進協議会」に参
画。東京～下田、伊豆大島～下田をジェットフォイルで結ぶモニター運航を実施した。

・「観光立市」を目指す藤沢市と協働し、江ノ島～伊豆大島をジェットフォイルで結ぶ航路を３５年ぶりに復活させた。
・公共交通活性化総合プログラムの「高速旅客船ジェットフォイル運航実験検討会」に委員として参画、東京～横浜～千葉、東京～三崎

等の運航実験を実施した。

【その他】

所属 氏名 取組概要

三立応用化工（株） 佐羽 宏之

・群馬県の東毛地域において公共交通の維持・発展を目的に「２０１５年の公共交通をつくる会」を設立。わたらせ渓谷鐵道や上毛電鉄を
民間の立場から支援を行うことを目的に「わたらせ渓谷鐵道市民協議会」、「上毛電鉄友の会」を設立。

・各組織ともに無償のボランティア参加を基本に活動。公共交通が苦境にある状況にあって様々な取り組みを通して、市民の手で既存の
公共交通を守り・発展させていくことを提唱し、沿線市民に公共交通への関心を持たせている。

※詳細は順次、関東運輸局HPに掲載する予定です。http://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/kikaku_kankou/meister/index.html 30303030


